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ま　え　が　き

我が国の企業における女性管理職の少なさが指摘されて久しいところである。実際に課長
相当職以上の管理職に占める女性の比率は、2009年時点において、6.5％にとどまっていた。
政府は、第３次男女共同参画基本計画を2010年末に閣議決定し、その中において、2015年の
民間企業の課長相当職以上に占める女性の割合を10％程度とすることとしたところである。
このため、2011年度において厚生労働省からの要請を受け、民間企業における女性の管理

職登用のための課題について、企業の人事担当者インタビューを中心とした研究を行い、
「大企業における女性管理職登用の実態と課題認識」（資料シリーズNo.105）として取りま
とめを行ったところである。この中で、女性労働者の昇進意欲にバラツキがあること、両立
支援の充実によって長期間通常の働き方をしないことによる意識の変化があることなども指
摘された。
また、時限立法である次世代育成支援対策推進法の期限到来を2015年3月末に控え、同法

の今後の在り方を検討するためにも、一般事業主行動計画の策定を通じて、男女労働者が子
育てをしつつ充実した職業生活を送るための環境整備がどのように進み、特に女性の就業継
続に結び付いてきたかを確認する必要も生じていたところである。
このような状況から、引き続き厚生労働省からの要請もあり、労働政策研究・研修機構で

は、2012年10月に「男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査」を実施した。本調査に
おいて、女性役職者の登用に係る企業の雇用管理や女性の昇進昇格への意欲、また、両立支
援施策の認知状況などに関して、企業調査、従業員調査（管理職調査、一般従業員調査）の
３種類の調査を実施し、調査結果に基づき本調査シリーズとしてまとめたところである。
本調査シリーズは、第1分冊、第２分冊から構成される。第１分冊（本冊子）では、調査

研究の趣旨・方法、サンプルの基本属性、調査結果、調査票、基礎集計表（企業調査）を掲
載している。他方、第２分冊では、調査票、基礎集計表（従業員調査（管理職調査、一般従
業員調査））を掲載している。
なお、本調査シリーズは、単純集計を中心に結果を取りまとめたのみであり、得られた調

査のデータを基に、2013年度において、引き続き詳細な分析を行うこととしている。
ご多忙の中、本調査にご協力いただいた企業の方々に、ここであらためて心からお礼申し

上げるとともに、本調査シリーズが、各界・各層での今後の女性の管理職登用などに関する
議論に資することができれば、幸いである。
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